
自衛隊の現状と課題

侵略の抑止を重視（平素からの努力） 基盤的防衛力構想 日米共同対処が基本(有事の対応)
侵略抑止：適切な規模の防衛力の保持＋日米安保 日本：自衛隊が日本の領域での防勢作戦実施こ 【構想の前提（国際情勢等 】）

）れ 核の脅威：米国の核抑止力（懲罰的抑止）に依存 米国：自衛隊の作戦を支援 含打撃力の使用○ 冷戦構造の中、東西全面軍事衝突の可能性が少ないとの認識 （

○ 国家間の地域的な安定均衡ま
○ 日米安全保障体制の存在で

の ・防衛上必要な機能の保持が目標 ・現大綱でも基本的に踏襲○ 軍事力の役割は主として「抑止と対処」
防 ・組織・配備の均衡のとれた態勢 ・国際関係安定化の趨勢や日米【構想の考え方】

衛 ・限定小規模侵略独力対処を念頭 安保の重要性の継続等が理由○ 我が国に対する軍事的脅威に直接的に対抗せず
構 ・防衛力の合理化･効率化･ｺﾝﾊ゚ ｸﾄ化○ 自らが力の空白となって我が国周辺地域の不安定要因とならない

○ 独立国として必要最小限度の防衛力を保有想
【構想のポイント】

① 国家による侵略･伝統的な脅威への対処を主眼 ② 軍事対峙の下､自衛隊の存在による抑止重視 ③ 既存の防衛力の活用により国際活動等へ対応

－脅威の多様化と複雑化－ －防衛力の役割の拡大・多様化－ －国益を踏まえた国際活動の必要性の増大－変
○ 伝統的な脅威＋新たな脅威（国際テロ等） ○ 世界的に軍事力の活用場面が増大 ○ 安全保障問題のグローバル化化
○ 抑止困難で国境を越えて広がる脅威 ○ 自衛隊の任務･役割､運用場面の拡大 ○ 国際社会での活動形態の多様化(多国籍軍等)要
○ 予測困難な脅威（時間、場所、方法等） ○ ｢より機能する自衛隊｣が必要とされる時代 ○ 主体的･積極的な国際活動への取組の必要性増大因

防衛・安全保障問題に関する国民の意識の変化 米国や各国との協力の深化・グローバルな協力場面の拡大

－新たな防衛力の意義・役割－ －基盤的防衛力構想の検証－ －新たな自衛隊の構築－課
○ 抑止困難な脅威を踏まえた対応の在り方 ○ 多機能的・実効的な防衛力の構築 ○ 自衛隊の統合運用の推進
○ 多段階での防衛力の活用の在り方 ○ 伝統的な脅威への備えのための抑止力の維持 ○ 既存の組織･装備等の抜本的見直し･効率化
○ 我が国としての対処能力の保持と日米同盟 ○ 力の空白論の検証＋国際活動の意義･位置づけ ○ 即応性、機動性、柔軟性、多目的性の重視題

【 】大綱に関する留意事項
○ ：大綱は、国際情勢の進展の速さや技術的進歩の進展に比し、見直し間隔が長い状況変化のスピードへの対応
○ ：別表は、内容が編成や装備が中心であるとともに達成時期が不明確目標とすべき防衛力の示し方
○ ：大綱本文と別表に掲げる体制との関係をより明確化することが適切構想と具体的防衛力との関係



防衛庁・自衛隊をめぐる各種の課題

【１．今後考慮すべき事項】

－弾道ミサイル、テロ、ゲリラ等への対応－ －国際的な活動への取組み－ －情報・情報通信の充実強化－

○ 弾道ミサイル防衛システムの運用に向けた取組み ○ 国際的な活動の意義と態勢整備 ○ 情報機能・警戒監視機能の充実強化
・弾道ミサイルの特性を踏まえた法整備 ・国際的な活動の任務の位置づけの明確化 ・政府レベルの情報共有の強化と保全体制確立
・情報収集､警報､対応等の関係省庁間の連携強化 ・迅速かつ継続的に派遣し得る態勢の整備 ・総合分析能力の充実と兆候察知･警報発出
・日米協力の推進(運用･情報交換､武器輸出三原則 ・情報面での日米の協力強化と情勢認識の整合） ※ブラヒミ報告書：安保理決議から30日(複雑な活動は90日)での展開必要。

○ テロ、ゲリラ等への対処能力の強化 ○ 国際社会における多様な活動への対応 ○ 高度な情報通信への対応
・組織･装備の変革（専門性や即応性の重視） ・活動形態の多様化への対応（多国籍軍等） ・指揮命令系統(縦方向)の情報伝達の充実
・専門的な訓練の充実（市街地訓練、派米訓練等） ・新たな活動の在り方(治安維持任務･武器使用権限等) ・陸海空部隊レベル(横方向)の情報共有の推進
・特殊作戦部隊の使い方や邦人救出の在り方 ・｢国造り｣での総合的な取組（文民との連携等） ・国内関係機関との情報共有インフラ整備の推進

【２．自衛隊の体制と関係省庁との連携】

－統合運用態勢の充実－ －陸海空自衛隊の体制の改革－ －自衛隊と警察機関等との役割分担･協力－

○ 統合運用態勢への移行（平成17年度末を目途） ○ 組織･装備等の抜本的な見直し･効率化 ○ 共同訓練の推進等による連携強化
・統合幕僚長による運用面での長官の一元的な補佐 ・対機甲戦､対潜戦､対航空侵攻の重視からの転換 ・協定等の締結による連携体制の整備
・統合幕僚組織の新編（統合幕僚会議は廃止） ・即応性､機動性､柔軟性､多目的性の向上 ・警察との共同図上訓練の推進(29道府県で実施)
・主要部隊司令部における統合運用体制の整備 ・高度の技術力･情報能力の追求 ・海保との不審船共同対処訓練の推進(これまで12回実施)

○ 統合運用態勢への移行に伴う諸課題 ○ 防衛力整備におけるバランスと重点化
○ 国家としての最適な役割分担や資源配分・統合ニーズを踏まえた組織編成･法整備 ・新たな脅威等に対する実効的な対応の確保

・運用面における防衛庁長官の補佐の在り方 ・国際社会の平和･安定のための活動へ即応できる態勢 ・運用面：意思決定の迅速化､任務分担･連携要領の具体化
・防衛庁の中央組織や地方組織の在り方 ・本格的な侵略事態への配意 ・装備面：海自と海保の間の装備の持ち方

・その他：国民保護法を踏まえた地方自治体との連携

【３．自衛隊を支える基盤】

－防衛装備の効率化･合理化－ －研究開発体制の充実－ －人事教育施策の推進－

○ 効率的な調達の実施･コスト低減化努力 ○ 最新技術への対応のための新たな研究開発手法の導入 ○ 業務の高度化が進む中での人材確保･任期制の在り方
(短期集中取得、旧式装備品の早期廃棄の促進等) （ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ･ｱﾝﾄﾞ･ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの積極的な活用等） （採用者数:任期制8,500名 非任期制5,500名）
○ 世界的な技術動向と武器輸出三原則 ○ 先進的な民生技術の積極的な導入 ○ 厳しい雇用情勢下での就職援護の在り方
（国際的な共同開発･生産の趨勢･限られた防衛需要） （民生技術のｽﾋﾟﾝｵﾝやCOTS品 の活用等) （定年:尉官･曹 54才、退職者:毎年1万人以上）(Commercial off the shelf)
○ ｢選択と集中｣による防衛生産･技術基盤の確立 ○ 大学や政府系研究機関との交流 ○ 即応性重視の下での予備自衛官制度の限界と意義
※ 例えば､ﾈｯﾄﾜｰｸ通信技術､ｾﾝｻｰ技術等は我が国の優れた技術の活用が可能。 ※科学技術関連経費 文科省 2兆3千億円、経産省 6千億円、防衛庁 2千億円 ※予備自衛官47,900名(充足77%)､即応予備自衛官6,694名(充足92%)､予備自衛官補418名


